古賀市地域包括支援システム構築業務　仕様書
１ 目的
本市では、サンコスモ古賀内に市直営の地域包括支援センターを１か所設置し、包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務）及び介護予防・日常生活支援総合事業、介護予防支援事業等を実施している。　　　
これらの業務に対応するためシステムを導入しているが、導入から７年以上が経過し数度の法改正により制度も大きく変化していることから、システムを再構築する必要がある。　
本業務は、更なる事務処理の効率化等を推進するとともに、令和３年度からの直営基幹型包括支援センターと委託型包括支援センターの設置を見据え、地域における高齢者等に対する効果的な支援、各事業の適性実施を図るための情報管理及び評価を行うシステムの導入を目的とする。

２ 対象業務
（１）市及び地域包括支援センターが実施する地域支援事業（包括的支援事業含む）に関連する情報等の統括・管理、及び介護予防ケアマネジメント業務等に係る連携・情報管理システム構築業務
（２）地域包括支援システム構築に係るネットワーク構築業務
３ 対象データの目安
高齢者人口（地域支援事業対象者）：１５，７０９人（令和２年度人口推計値）
介護予防ケアマネジメント対象者：４２１人（令和２年度推計値）
介護予防支援対象者：５４７人（令和２年度推計値）

４ 基本要件

（１）本システムを構築するにあたり、ソフトウエア・ハードウエア等のセキュリティ対策に配慮するなど、利用者の個人情報の取り扱いに十分注意すること。
（２）現在、古賀市地域包括支援センターが利用しているシステム（地域包括支援システム／株式会社熊本計算センター）より、令和２年８月１日以降の業務遂行に支障が出ぬよう、データ移行（基本情報、相談内容、アセスメント、介護予防プラン等）を行うこと。
（３）機器及びソフトウエアの導入にあたり、取扱説明書の納入及び担当職員（約２０人）への教育、指導を行うこと。
（４）令和３年度から古賀市地域包括支援センターを現在の直営１か所から直営の基幹型包括支援センター１か所、委託型包括支援センター３か所に増設する予定である。
委託型包括支援センター増設後のシステム運用について、システム変更なく、容易に移行できるシステムであること。また、各拠点間で利用者のデータを共有すること及び担当地域ごとに閲覧制限する機能があること及び個人情報を取り扱う上で万全のセキュリティ対策を行うこと。
５ システム及びネットワークの構成
（１）システム
サーバ及びクライアントを利用し、地域包括支援センター各クライアントをネットワーク化したクライアント／サーバ型システムとし、市に設置するサーバには、地域包括支援センターの情報を集約する。
（２）ネットワーク
地域包括支援センタークライアントより入力したデータは、サーバへ即時処理を行うネットワーク集中管理型のシステムとする。
６ 機器構成及び動作環境

（1） 古賀市介護支援課（古賀市庄２０５番地、１階）内にサーバ１台及びクライアン　　ト端末機２０台設置したネットワーク接続とする。
（２）サーバは、適用業務及び今後のシステム拡張に対応した性能及び機能を有し、毎日確実にバックアップがとれる手段を講じることができること。ディスクにおいては、信頼性の高いディスクアレイ装置を採用するものとし、電源を入れたまま、装着することを可能なものとすること。また雷等の影響による停電、瞬断対策として無停電電源装置を備えていること。なお、狭隘事務所内スペースに対応できるものとすること。サーバのオペレーティングシステム及びシステムのアプリケーションを除いたソフトウエアの使用について、ライセンス費用が生じる場合は、その費用も考慮すること。
（３）各種セットアップ
サーバセットアップ、クライアントセットアップ、LAN 機器及び配線は構築業務に含む。ネットワーク機器（ハブ、LAN、ケーブル等）は既存のものを流用する予定。
既存のシステムで使用中のクライアント端末２０台については、ウィルスソフトは導入済み。ネットワーク回線は既存の情報系ネットワークを使用すること。情報系ネットワークに接続するにあたっては、財政課情報管理係と協議し、その指示に従うこと。
（４）周辺機器
画面入力以外の入力方法において必要な機器等があれば用意すること。
７ 機能要件
（１）他システムとのデータ連携に関する機能
1 当市で管理する住民基本台帳情報及び要介護認定情報を取り込む機能を有すること。
データは、USBメモリ等の媒体による取込方法をとる。連携処理の際にエラーが発生した場合は、エラーとなった内容及び結果を表示させること。
2 連携タイミング
要介護認定情報については審査会毎（１週間に１回）、住基情報については原則月１回連携を行っているが、随時の連携も可能とすること。連携について職員が対応予定のため研修及びマニュアルを整備すること。
3 文字コード
住民情報システム（Acrocity住民情報システム）では、ユニコードを使用している。現在、住民情報システムから地域包括支援システムへの連携はShift-JISコードにて行っている。そのためユニコードに対応するShift-JISコードがない場合は別途対応（類似への変換等）が必要となる。また、将来的にユニコードによる連携を想定しているためユニコードによる連携も対応可能とすること。
また外字について、住民情報システムは「古賀市独自の外字」と「富士通独自の外字」があり、「古賀市独自の外字」を表示するためには「EUDC.TTE」ファイルを端末機に組み込むことで、また「富士通独自の外字」を表示するには、別途対応（類似への変換等）が必要となる。
介護認定情報についてはMCWEL介護保険V2によるS-JIS/JEFにて連携を行う。
連携データの文字コードの変更対応に費用が発生する場合は見積を含めて提案すること。
（２）システム機能要件
機能要件については、「別紙1　システム機能要件仕様書」のとおりとする。なお、システム機能要件仕様書に記載されている機能以外に提案すべき機能がある場合は、見積もりを含めて提案すること。
８ データ移行
　 データ移行にあたっては、既存システムの構築事業者とデータレイアウト、コード変換、データ検証や受け渡し回数等について充分協議を行い対応すること。
（1） データの完全性・正確性の確保
現行システムからのデータ移行にあたっては、業務に必要なデータが過不足なく、かつ正確に新システムに移行されていること。
（2） 次期システムへのデータ移行性の確保
・本システムから次期システム等へのデータ移行を考慮し、本システムのデータベース等からCSV等の形式で出力するデータレイアウト、コード説明書等のドキュメントを整備すること。
・契約期間が満了したとき、又は、契約が解除されたときには、業務を遂行するに当たり、蓄積・保有したすべての電子データを、古賀市が指示する形式により変換し提供すること。また、受託期間内で古賀市の指定する期間内に、次期の業務受託者に対して、データを移行する業務に協力すること。これらの作業については無償で行うこと。
９ 機能強化・法制度改正対応
（1） 地域包括支援システムにおけるソフトウエアのバージョンアップ及び法制度改正　　　への対応には、ソフトウエア（プログラム）の提供を行うこと。なお、インストール・調整作業・職員への操作教育を行うこと。
（2） バージョンアップ内容は、システム業者側の機能追加に片寄らず、全国のユーザーの意見・要望を的確に汲み上げた内容であること。
（３）法制度改正、ソフトウェアのバージョンアップ等により内容の変更が発生した場合には、その規模の大小に関わらず、保守の範囲内にて対応できること。

１０ セキュリティ
本システムは重要な個人情報を扱うため、セキュリティについては古賀市情報セキュリティポリシーを遵守することとし、個人情報保護並びに情報漏洩への対策を行うこと。また、導入時に担当者への教育、指導を行うこと。
（１）システム操作時のセキュリティ対策
1 ID・パスワードの設定が可能なこと。
2 OS 起動時に、ID・パスワードによる利用者の確認ができること。（クライアント端末については本市にて実施済み）
3 システム起動時に、ID・パスワードによる利用者の確認ができること。
4 ID ごとに利用できる機能を限定することができ、更に市、地域包括支援センターごとに扱うことのできる対象者を限定することができること。
5 アクセスログ（ID・操作メニュー・操作内容）の記録及び出力ができること。
6 定期的なバックアップを実施し、障害発生時には速やかに復旧できるようにする
こと。
（２）ウィルス対策
ウィルス対策ソフトを導入し、セキュリティ対策を行うこと。クライアント端末については、当市にてセキュリティソフトを導入済み。
　
１１ 保守・サポート体制
システム本体及び機器等の保守については、別途保守契約を行うが、システムの円滑な運営のための各種助言、情報提供を行うこと。なお、本調達で受注者が提供する機器の保守については部品代金及び出張修理代金は保守費用の中に含むものとする。
（1） 体制など
1 連絡体制を明確化し、各関係者への連絡を円滑かつ迅速におこなえる体制を確立すること。
2 運用保守の業務全般・管理について、本市からの連絡・問合わせに対する一元的な連絡窓口を設けること。
3 運用保守に係る具体的なルールや計画、体制、作業内容、作業手順等について提案すること。
（2） 問合せ対応
本市職員からの電話、電子メール、FAXにより問合せに対応すること（質問対応、障害連絡対応、要求依頼対応など）。受付時間は少なくとも平日８時３０分～１７時とする。特に障害連絡対応については、障害発生時の連絡体制及び連絡方法を確立し、障害連絡等の受付及び一次対応を行うこと。なお、サーバに関しては２４時間３６５日対応ができること。
（3） 障害復旧対応
1 本システムの利用を妨げるような問題が発生した場合には、障害箇所の特定、原因調査、障害の切り分け、本市との協議、復旧対応等を速やかに実施すること。
2 障害の内容、原因及び対応等について、直ちに本市に対して報告を行うこと。
3 サーバ等のハードウェアの障害により、データが失われた場合には、バックアップデータからの復旧作業を行うこと。
（4） 保守業務終了時システムの撤去について
撤去するハードウェア及びソフトウェア、また、データ消去及び廃棄方法については、発注者の指示に従うこととし、それらにかかる費用は受託者の負担とする。
１２ 操作研修
（１）システム稼働時は、古賀市地域包括支援センターの職員（約２０名）に対し、稼働前後のシステム研修期間を設けること。
（2） 操作研修にあたり、提供するシステムに関する操作マニュアル等の作成を行い、当　　　　市に提供すること。
１３ 納品物検査

（１）本業務で調達するシステム及び機器等は、事業を継続的に行うために、本市が要求する機能および性能を実装している必要があるため、納品物検査を本市職員立ち会いのもと、本稼働前に実施する。

（２）本業務契約締結後、すみやかに受託者は本市職員に対して、本仕様書および別紙１機能要件一覧表に記載された必須機能および性能が実装されていることを、オンラインシステム上で説明し、証明すること。その際、実装がないと指摘されたものについては、納品物検査までに実装を済ませること。

（３）本市契約規則を含む法令等に違反した場合や、納品物検査時に、本仕様書および別紙１機能要件一覧表で求める必須機能や性能が実装されていない場合等の事実が判明した場合、契約相手方としての資格を喪失するものとする。また、受託者の責めに帰すべき事由によって本市に損害等が発生した場合、受託者はその賠償責任を負うこととする。
（別表１）新規調達機器
１　機器及び数量
	項番
	名称
	概要
	数量

	サーバ機器

	１
	物理サーバ
	システム及びＤＢ管理サーバ
	１

	周辺機器

	２
	バックアップ装置
	バックアップを行う 専用ハード
	１

	３
	無停電電源装置
	瞬断・停電対策用無停電電源装置
	１

	パッケージシステム、その他

	４
	地域包括支援センター管理システム
	
	１

	５
	ウィルス対策ソフト
	サーバ　５年分
	１

	６
	その他ミドルウェア
	必要とする各種ライセンス及びミドルウェア等（５年分の更新費用含む経費を計上すること。）


２　機器仕様
◇サーバ
	項目
	内容

	形状

	タワー型

	ＯＳ
	WindowsServer®2016 Standard

	ＣＰＵ
	プロセッサー E3-1205v6 (3GHz/4コア/8MB)相当以上

	メモリ
	16GB以上

	ＨＤＤ
	SAS6Gbps 600GB（10、000rpm）×2以上　RAID1の構成を基準

	光学ドライブ
	内蔵型 ＤＶＤ－ＲＯＭ


共用コンソールへの接続に対応すること
	USBマウス（光学式又はレーザー式）
１７インチ液晶モニタ以上
	

	マウス
	

	ディスプレイ
	

	ネットワーク
	1000BASE-T/100BASE-TX 相当×2 ポート以上

	保証
	５年間２４時間３６５日オンサイト保守


◇バックアップ機器
	項目
	内容

	形状
	タワー型

	ネットワーク
	1000BASE-T／100BASE-TX／10BASE-T

	ＨＤＤ
	ホットスワップ対応

	保証
	5年間保証


◇無停電電源装置
	項目
	内容

	形状
	タワー型

	機能、その他
	１．システムを構成するサーバに対して十分な電源容量を有すること。
２．システム構成サーバのシャットダウン制御が正常に行えること。
３．サーバ用の電源管理ソフトウェアと、無停電電源装置 (UPS)と連動するためのケーブルも付属すること。

	保証
	５年間（無停電電源装置のバッテリ交換時期が来た場合のバッテリ交換費用(バッテリ代含む)を含むものとする）
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